別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：土木費　項：住宅費　目：住宅総務費
	事業名:　地域木造住宅支援事業費補助金　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　都市建築部　公共建築住宅課　企画担当　電話番号：058-272-1111（内3657）

　　　　　　　　　　　E-mail：mailto:c11659@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,000千円　　財源：国庫500　一般財源500　（前年度予算額：1,000千円）
	事業内容


	１　事業の内容


　地域特性に応じた木造住宅の供給促進を図り、地域の活性化と消費者に優良な木造住宅を供給することを目的とした補助金
（１）補助対象者
　木造住宅振興を積極的に行っている協同組合等の事業者団体

（２）補助対象事業
地域住宅産業の活性化を促し、良質な木造住宅の供給を図るための下記の事業。

1 公共住宅等供給の効率化等に係る技術の開発・普及に関する事業

　　イ　専門家研修・コンサルタント派遣等の担い手育成

　　ロ　説明会の開催その他の普及・啓発

　　ハ　技術研究、実験及び開発等

2 モデル住宅の建設及びモデル的な住宅団地の整備

3 住宅の改修・建替え支援に関する事業
（３）補助対象事業費　　　
（２）に掲げる事業に要する費用（団体の恒常的な人件費、運営経費は除く）
（４）補助率　　　１／２以内
	２　所要経費


　1,000千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
　２　儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる
　　林業の所得を上げるために

　　・県産材の需要拡大を進める

	２　これまでの取組状況


　　木造住宅振興を積極的に行っている協同組合等の事業者団体が実施する地域木造住宅普及促進事業に対して補助を行っている。
　　平成22年度は、岐阜県産直住宅協会が行った住宅フェアへの出展や産直住宅のＰＲ等の普及・啓発事業、産直住宅建設に携わる技術者向け研修会の開催などに対して補助を行った。
	３　これまでの取組に対する評価


　平成22年度は、約6,200人以上が来場した住宅フェアに産直住宅PRブースを出展して普及・啓発を行っており、消費者に産直住宅の良さが浸透しつつある。また、技術研修には産直住宅建設に携わる100名を超える技術者が参加し、技術者の技術力の向上に資してきた。
　しかしながら、産直住宅の着工戸数は、協会の積極的な普及・啓発活動による消費者の健康・安全志向の高まりを受けて堅調に推移していたものの、昨今の不況のあおりを受けた新設住宅着工戸数の大幅減に伴い大きく落ち込んでいる。また、近年各種法令により規制が強化され、建築業者の負担が大きくなってきている。特に産直住宅を担う県内工務店にとってこれらの法規制に速やかに対応することは難しく、大手住宅メーカーの商品力、営業力に苦戦を強いられている。
　産直住宅の競争力の向上をめざし、引き続き産直住宅の普及・啓発、技術力の向上を推進する事業に対する補助を実施していく。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,000
	500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	500

	要求額
	1,000
	500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	500
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